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困人口は 2 億 5000 万人，貧困発生率は 30.7%であった。1985 年に農村貧困人口は半分の 1
億 2500 万人に減少し，貧困発生率も 30.7%から 14.8%に低下した。また，2010 年に貧困人
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第 4 章 新型農業職業教育の形成と貧困農村への影響 
―河北省邢台市農業学校の事例分析 

















2 節では，1949 年 10 月に中華人民共和国が成立してから 2013 年までの農村職業教育の発
展を 3 つの期間に分けて述べる。第 3 節では，現在，農村職業教育が直面する課題につい
て分析する。 


































調査対象は 2009 年春から 2013 年まで河北省邢台市農業学校が実施した農村住民に対す
る農業職業教育を受けた農村住民である。全員りんごの栽培に従事しており，年齢は 29





①農村人口が全国一番多い県である。総人口は 228.9 万人,農村人口は 212.1 万人,総人
口の 92.7％を占める。②全国 592 国家級貧困県の 1 つである。農村貧困人口は 25.35 万人,
臨泉県農村総人口の 12％を占める。③全国農村労働力都市部への移動人口大県である。
2013 年農村から城市への移動人数は 69 万人に達し,農村総人口の 32.5％を占める。④農村
労働力に対する非農業職業教育を 3 つのタイプで実施している。非農業職業教育の代表的
なタイプである。 
調査対象は，2014 年 2 月に臨泉県職業高校が実施した農村労働力に対するに非農業職業
教育プログラムを受けた学生である。電子ビジネス,家政サービス,コンピュータ操作 3 つ































































































                                                   


























  人口（百万人） 総人口に占め
る割合（％） 
東アジア・大洋州 都市人口 988 50 
農村人口 1003 50 
南アジア 都市人口 517 31 
農村人口 1132 69 
欧州・中央アジア 都市人口 162 60 
農村人口 107 40 
中東・北アフリカ 都市人口 202 60 
農村人口 137 40 
サブサハラ・アフリカ 都市人口 336 37 
農村人口 576 63 
ラテアメリカ・カリブ海 都市人口 460 79 



































                                                   
6 辻（2015）p.113 
7 国際協力総合研修所（2002）p.165 































































































                                                   
11 中国人民共和国国家統計局第６回人口調査データによると，中国の人口は 1,332,810,869 人である。





























第２章 農村職業教育の展開と課題  
 
はじめに 

























                                                   





























本節では,中国の農村職業教育の発展を 1949 年 10 月～1978 年十一回三中全会,1978 年
                                                   





十一回三中全会～1998 年,1999 年～2013 年の 3 つの期間に分けて,述べる。 
 



















                                                   
13 中国政府は経済発展のために ,ソビエト連邦に倣って五カ年計画を導入し ,現在も実施している。第一
次五カ年計画は 1953 年-1957 年である。中国では「一五」と略称している。  






図 2-1 中等専業学校数（1949 年～1957 年）  （単位：校）
 
出所：『中国教育年鑑』（1949 年～1981 年）より作成 
 
図 2-2 中等専業学校と農業・工業専攻学生数（1949 年～1957 年）（単位：万人） 
 
出所：『中国教育年鑑』（1949 年～1981 年）より作成 
注：農業専攻は農業専攻と林業専攻を含む。 
 
図 2-1 と図 2-2 に示すとおり,中等専業学校は 1949 年の 1171 校,在校生 22.9 万人か
ら,1957 年には 1320 校,在校生 77.8 万人に増えてきた。そのうち農業中等専業学校は 1949




























1953 年 27.87% 211.7 
1954 年 37.17% 208.9 






校も少なかった。この背景下,1958 年 3 月江蘇省海安県双楼郷で双楼農業中学が設立され
た。この新たな職業学校は進学問題と農業初級技術人材の不足問題をある程度解決できた













所属 人民公社 16 








修学年限 3 年 
卒業後 農村で農業普及員あるいは農村幹部になる 
学費 




図 2-3 農業中学数（左）と学生数（右）（1958 年～1965 年） 
 
出所：『中国教育成就統計資料 1949～1983』（1984）より作成  
                                                   
16 1958 年に大躍進運動の開始とともに合作社の合併により組織され ,生産手段の公社所有制に基づく分
配制度が実行される農業組織である。農村では ,人民公社と呼ばれる地区組織をひとつの単位とした社会



















































































1958 年から 1960 年にかけて,中国は「大躍進」 17時期に入った。数量を重視する教育部
門は各種学校を現実離れした形で,大きく発展させた。農業中学は 1958 年の 20023 校,在校
生 200 万人から 1960 年には 22597 校,在校生 230.2 万人に増加した（図 2-3）。農業中等
専業学校は 1264 校,在校生は 363242 人になった。 
1961 年～1963 年の時期,教育部は中国政府による「調整,強固,充実,向上」18を徹底的に
実行するため,数量より質を重視し,農業中学の数を大幅に削減した。1963 年には「4303
校に減少した。在校生も 1960 年の 230.2 万人から 30.8 万人に減少した。1964 年と 1965
年には,農業発展のために再度,農業中学の規模が拡大された。1965 年に農業中学は 61626
校,在校生 443.3 万人である。1958 年～1965 年の間に農業中学を卒業した学生は 1323.5
万人である。大多数の卒業生は農村部の農業普及員あるいは村幹部になり,農村経済発展に





関連中等専業学校だけが運営されていた。1966 年～1976 年の 10 年間に約 500 万人 20の中
等専業学校および農業中学の学生を失い,中国の経済建設に重大な悪影響を与えた。 
 
2.2  1978 年十一回三中全会～1998 年 
1978 年から,教育は平常に戻り,教育体制の改革,教育関連法律の制定などが展開された。
各レベルの学校は目覚しい発展を遂げた。特に,文化大革命の時期に破壊された職業教育は
回復し,さらに大きな発展期を迎えた。1978 年～1998 年の 20 年は中央政府の支持で農村職
業教育が順調に発展した時期である。 
1977 年に普通高校在校生は 1800 万人,卒業生は 570 万人である。大学への進学率は 4.8%
                                                   
17 大躍進（ Great Leap Forward,1958 年-1960 年）は,中国が施行した農業・工業の大増産政策である。
毛沢東は数年間で経済的にアメリカ合衆国・イギリスを追い越すことを夢見て実施した。結果は中国経
済と教育を大混乱させた。 
18 大躍進と人民公社運動によって破壊された経済秩序を回復するため,1961 年 1 月 18 日,中央が「調整,
強固,充実,向上」と言う八字方針を出した。アンバランスを調整する ,勝ち取った成果を確実なものに
する,ボトル･ネック部門の投資不足を補充する ,品質と労働生産性などを向上するを意味している。 





















23 職業高校と職業中学校を職業中学と呼ぶ。  
24 中国国務院（1980）,中国国務院（1985）  
24 
 
表 2-3 職業高校と中等専業学校,技工学校の比較 
 職業高校 中等専業学校 技工学校 





選抜方法 高校進学試験,技能試験 高校進学試験 高校進学試験 











学校は 3～5 年,技工学校は 2～3 年とする。 
2.「統一分配」制度は 1990 年代以降基本的になくなった。 
 
職業中学 25は 1980 年から 1998 年の 18 年間に順調に発展した。1980 年の職業中学設立初
年度,全国には職業中学 3314 校,在校生 45.4 万人がいった。10 年の発展を経て,1988 年に
は職業中学 8954 校,在校生 279.4 万人に増加した。更に,1998 年には職業中学の学校数と
在校学生の数はそれぞれ 10074 校と 541.6 万人に達した。1980 年当時の職業中学の学校数






                                                   
25 職業中学は職業中学校と職業高校を含む。  
25 
 




1986 年以降の職業中学の発展の促進には 2 つの重要な要因があると考えられる。1 つ






年には 17.2%に伸びた。更に 1998 年には倍以上の 26.7％に達した。こうした中で大量の第
三次産業関連人材が必要となり,職業高校の第三次産業関連専攻設置は社会の発展ニーズ
に合致した。このため,職業高校の卒業生の就職は容易であった。 
図 2-5 と図 2-6 によると,この時期の中等専業学校と農業中等専業学校も順調に発展し










































































































































































































































28 中国教育部（1999）『面向 21 世紀教育振興行動計画』  
28 
 














に関する専攻は 122,第三次産業に関する専攻は 167 である。第一次産業に関する専攻と合
わせ,それぞれの割合は 10%,38%と 52%である。 







1,2 年生の 90％が毎年国から 1500 元の補助金を受けられることになった。 
 










図 2-8 と図 2-9 を見ると,中等職業学校（中等専業学校,職業高校と技工学校）の学校数















1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
中等専業学校 職業高校 技工学校 普通高校
30 
 
14127 校,938 万人である。1999 年までは,中等職業学校の発展が普通高校より速かった。






加したものの,2012 年からまた下がってきた。中等職業学校数は 1999 年から減少する傾向
が続いている。2013 年現在,全国にある中等職業学校数は 10726 校しかない。在校学生数
は 1536.4 万人に達したものの,同年の普通高校在校学生数の 2435.9 万人に比べ,優位性は
なくなった。普通高校の数は少し減少したものの,在校学生数は全体に順調に伸長している




















職業教育の展開と農村貧困削減である。1999 年 6 月国務院公布の『中共中央国務院関于深
化教育改革全面推進素質教育的決定』により,普通教育,職業教育と成人教育の「三教統籌」
の発展を促進させること,更に,農村職業教育の内容が貧困地区,特に貧困農村の経済発展














生は 226 万人である。650 万人の学生を募集したものの,農業専攻の学生の入学者数は 85.4
万人であった。2013 年の中等職業学校の在校生の総人数は 1774.9 万人であり,そのうち農
業専攻の在校生は 172.2 万人しかいない。541.3 万人の学生を募集し,2011 年より,108.7
















2011 1774.9 226.0 650.0 85.4 1548.9 
2012 1689.9 218.9 597.1 72.0 1471.0 
2013 1536.4 172.2 541.3 46.7 1364.2 















図 2-11 普通高校の進学率（1999 年～2013 年）（％） 
 
出所：『中国教育統計年鑑』より作成 
















いった。1999 年に農民出稼ぎ者は 5203 万人,それから毎年増加し,2013 年には 2 億 6894














図 2-12 農村出稼ぎ者推移（1999 年～2013 年）（単位：万人） 
 
出所：国家統計局『全国農民工監測調査報告』（各年版）より作成  
                                                   










































年平均 9.8%という高成長を遂げた 31。2010 年には日本を抜いて，米国に次ぐ世界第二位の
経済大国となった。中国の長期経済成長がもたらした重要な成果の 1 つは，農村貧困人口
の減少である。貧困人口は 1978 年の 2 億 5000 万人，貧困発生率 30.7%から 2013 年に 8249


















                                                   
31 経済産業研究所（2013） 
32 中国人民共和国国家統計局第六回人口調査データによると，中国の人口は 1,332,810,869 人である。 
33 「三農問題」は周知のように，農民の貧困，農業の低生産性と農村の荒廃の 3 つを指す。 

















る。政府による貧困人口，特に農村貧困人口に関する調査も 1985 年に始めた。1985 年，
中国政府は全国農村居民調査の結果を基にして最初の貧困ラインを決めた。それは 1 人当
たりの年間純収入が 206 元以下と設定されていた 36。この基準で 1985 年における農村貧困




2300 元の貧困ラインは世界銀行の基準に接近している。世界銀行は 2008 年に国際貧困基
準を 1 日の生活費 1.25 ドルに引き上げると発表した。中国政府の基準は 1 日の生活費約 1
ドルに相当する 38。この基準によると，貧困人口は 2010 年の 2688 万人から 1 億 2298 万人
になり，貧困発生率は 2010 年の 2.8%を 12.7%に伸びた（表 3-1）。 
 
 
                                                   
36 1985 年に決められた貧困ラインは 1 人当たりの年間純収入 200 元であったが，1992 年に新しい貧困
ラインを 1978 年は 100 元，1985 年は 206 元と設定された。 
37 世界銀行の貧困ラインによる中国の貧困ラインを推定したのは 1997 年からである。 
38 2011 年 2300 元の貧困ラインを発表した時の人民元相場の 1 ドル＝6.3587 元である。  
37 
 



















1978 100 2 億 5000 30.7  1998 635 4210 4.6  
1980 130 2 億 2000 26.8  1999 625 3412 3.7  
1984 200 1 億 2800 15.1  2000 625 3209 3.4  
1985 206 1 億 2500 14.8  2001 630 2927 3.2  
1986 213 1 億 3100 15.5  2002 627 2820 3.0  
1987 227 1 億 2200 14.3  2003 637 2900 3.1  
1988 236 9600 11.1  2004 668 2610 2.8  
1989 259 1 億 200 11.6  2005 683 2365 2.5  
1990 300 8500 9.4  2006 693 2148 2.3  
1991 304 9400 10.4  2007 785 1479 1.6  
1992 317 8000 8.8  2008 1196 4007 4.2  
1993 350 7500 8.2  2009 1196 3597 3.6  
1994 440 7000 7.7  2010 1274 2688 2.8  
1995 530 6540 7.1  2011 2300 1 億 2298 12.7  
1996 580 5800 6.3  2012 2300 9899 10.2  
1997 640 4962 5.4  2013 2300 8249 8.5  
出所：①1978 年～2010 年データは中国国家統計局『中国農村貧困観測報告』（各年）
より，筆者作成。 









和政策の恩恵に浴することができる。国務院は現在まで，1986 年，1994 年，2001 年と 2012
年の 4 回，貧困県のリストを発表した。2012 年 3 月に 592 県の国家級貧困県を確定した 39。 
 













河北 39 366 山西 35 299 
内モンゴル 31 114 吉林 8 89 
黒竜江 14 111 安徽 19 440 
江西 21 328 河南 31 639 
湖北 25 323 湖南 20 639 
広西 28 634 海南 5 60 
重慶 14 139 四川 36 602 
貴州 50 745 雲南 73 661 
陝西 50 410 甘粛 43 496 
青海 15 63 寧夏 8 51 
新疆 27 222  
出所：国務院扶貧開発領導小組 2012 年 3 月に発表したデータより作成 
 
2012 年に確定された 592 貧困県のうち，西部地区における貧困県は 375 県で，全体の約
63.3%を占めている。中部地区における貧困県は 173 県で，全体の約 29.2%を占めている。
東部地区における貧困県は約 7.5%しか占めてない 40。約 6 割は西部地区に分布にしている。
                                                   
39 チベット自治区は特別な貧困開発区域として，592 貧困県の範囲に入ってない。チベット自治区は 74
貧困県が指定された。 
40 中国東部には北京市，天津市，河北省，遼寧省，上海市，江蘇省，浙江省，福建省，山東省，広東省
と海南省の 11 省・直轄市が含まれる。 
中国西部には甘粛省，貴州省，寧夏回族自治区，青海省，陝西省，四川省，チベット自治区，新疆ウイ





15.5%，中部地区が 35.5%，西部地区が 49%をそれぞれ占めている。2013 年に国家級貧困県
の農村貧困人口は東部，中部，西部がそれぞれ約 5.2％，34.8%と 50.2％を占めている（表
3-2）。2003 年～2013 年の 10 年間に東部での貧困人口の改善が非常に顕著である。 























以上の 3 つの原因をまとめてみれば，農村貧困発生の原因を 2 つにまとめることができ
                                                                                                                                                                    


















図 3-1 によれば，1978 年から農業生産請負制を中心とした農村経済改革の実施を実施し
たため，1978 年時点の農村 1 人当たり純収入と都市 1 人当たり可処分所得の格差は 2.6 倍
に達しているものの，1985 年の格差は 1.9 倍に縮小した。しかしながら，「改革開放」政
策による経済改革の重点が都市，特に東部沿海都市に移って，1985 年から農村・都市の所
得格差は再び拡大した。1990 年代以降，戸籍制度の緩和により大量の農村労働者が出稼ぎ
                                                   

































































































のために都市部へ移動し，農村・都市の格差は更に拡大し，1995 年には 2.7 倍になった。
1994 年，1995 年の農産物価格の上昇により，一時的に縮小したものの，1997 年以降農産
物の価格の落下により，農村・都市の格差は再拡大した。2002 年から農村・都市の格差は





表 3-3 地区別教育程度人口（2012 年）    （単位：人） 
    文盲卒 小学校卒 中学校卒 高校卒 大専以上卒 
東部 
北京市 271 1627 4746 3659 6143 
天津市 297 1885 3990 2450 2553 
河北省 2383 13858 28314 8059 3232 
遼寧省 908 7069 15616 5127 6159 
上海市 466 2403 7728 4046 4392 
江蘇省 3492 14701 24602 11062 8373 
浙江省 2383 11640 16056 6733 6473 
福建省 1606 9231 11267 4565 2262 
山東省 4933 19465 32127 11530 7367 
広東省 2479 18921 35639 17162 8027 
海南省 312 1518 3082 1167 694 
中部 
山西省 810 6039 13065 5766 2707 
河南省 3958 17865 34963 10457 4798 
湖北省 2697 10585 17468 8844 5514 
湖南省 2338 15225 21041 8746 3749 
安徽省 3700 13071 18814 5733 4721 
江西省 1350 10233 13805 6114 2846 
吉林省 480 5340 9955 4069 1955 
42 
 
黒龍江省 873 7476 14154 5013 3093 
西部 
甘粛省  1774 6796 6639 3109 1790 
貴州省  3040 9841 9289 2720 1749 
寧夏  363 1644 1871 631 452 
青海省  639 1613 1242 497 423 
陝西省  1576 6841 12385 5552 3150 
四川省  4353 20810 23404 8289 6258 
チベット 800 1001 312 119 99 
新疆 629 5362 6418 2229 2272 
雲南省  3009 14876 11290 4401 2438 
重慶市  1240 7865 8244 3421 2299 
内モンゴル 863 4794 8209 3369 2364 
広西 1433 12085 15085 4302 2281 
出所：『中国統計年鑑（2013）』より作成 
























村農業技術人材を育成するために，「緑色工程」が実施されている。    































中部地区が在校生の 15％，東部地区が在校生の 5%が学費免除を受けられると決められた。 
 農業関連専攻の範囲は栽培，園芸，養殖，蚕，水産，野生動物保護，農産物加工，林業，
木材加工，森林資源管理，農村経済管理，農業機械化，農村エネルギー開発と応用，農業
水利技術等の 21 専攻に決められた。 
 財源は中央政府と地方政府が両方により負担されている。西部地区では中央政府と地方
政府が負担する割合は 8:2，中部地区と東部地区では，中央政府と地方政府が負担する割
合は 6:4 である。 
 2012 年から，免除範囲が拡大された。全日制中等職業学校の在校生のうち農村戸籍学生
の全員及び都市戸籍の農業関連専攻学生に学費を免除する。 




1990 年から農業部は全国 27 省で農業科学技術の普及を目標とする「緑色証書」制度の
実験を行なった。試験県は 300 県で，1993 年に訓練を受けた農民は 20 万人以上である。
そのうち 6 万人の農民には「緑色証書」が授与された。これにより農業の発展に必要な大
量の中堅農業技術人材を育成した。この成功の経験に基づいて，農業科学技術の普及と農
村経済発展を促進するため，1994 年 3 月 14 日に国務院は『関于実施「緑色証書工程」的
意見』を公布した（表 3-4） 43。 
                                                   




表 3-4 「緑色証書工程」の内容 
定義 「緑色証書」とは農民技術資格証書であり，農民がある農業に従事する
基礎知識と技能を満足し，現地地方政府が認める従業資格証書である。 
目標 ①  順次，中国国情に合う「緑色証書」制度を設置，改善する。 
②  有効な育成，考査制度を制定する。 
③「八五」期間に 200 万人の「緑色証書」生徒の育成を目指す。更に，




























注：1999 年以降，募集対象を農村婦女，退役軍人，普通農民，農村大学生等に拡大した。  
 
 1999 年に全国の「緑色工程」で 676 万人の農民を訓練し，そのうち 315 万人の農民は「緑
色証書」が授与された。1994 年の 27 省から 31 省に拡大した 44。2004 年 5 月までに全国「緑
色工程」を受けた農民は累計 1600 万人に達し，「緑色証書」が授与された農民は 887 万人
にのぼった 45。2004 年以降は「緑色工程」が全国に普及されている。 
 
2.3 「陽光工程」，「雨露計画」 
 2003 年に農村総人口は 7 億 6851 万人であり，農村貧困人口は 2900 万人であった。中国
                                                   
44 1999 年全国緑色証書工程経験交流会資料 





め，農村労働力の移動が増加していった。2003 年には，農民工の数量は 1 億 1390 万人に












                                                   
46 データは『中国統計年鑑』，『全国農民工監測調査報告』，『中国農村貧困観測報告』より  
47 
 
表 3-5 「陽光工程」と「雨露計画」の内容 
 「陽光工程」 「雨露計画」 
















実施対象 農村労働力 ①  16～45 歳の農民 
②  農村貧困家庭の退役士兵 
③  貧困開発重点村の村幹部 
④  職業学校に貧困在学生 
費用 政府と農民個人両方負担 政府扶貧費用補助 


























貴州省の略称は「黔」あるいは「貴」であり，中国西南部の東経 103 度 36 分～109 度
35 分，北経 24 度 37 分～29 度 13 分に位置し，東は湖南省，西は雲南省，南は広西壮族自
治区，北は四川省と重慶市に接する。東西・南北の延長はそれぞれ約 595km と 509 km であ







貴州省総人口 3903 万人のうち農村人口は 2877 万人であり，全体の 73.7%を占める 48。その
うち農村余剰労働力は 1071 万人に達し，農村人口の 37.2％を占める 49。教育程度は低く，




施効果を確保するため，2004 年 4 月に貴州省農業庁は『貴州省農村労働力転移培訓基地認
定実施弁法』を公布した。『弁法』により，農村労働力移動の育成機構になる条件として，
①職業教育・訓練の資格を持つ機構，②専攻専門教師は 10 人以上，高級職名の教師と中級
職名の教師はそれぞれ全体の 10%と 60％を占め，研修指導教師は全体の 30%を占め，③充




















2005 年に貴州省では 7 万人が「陽光工程」職業教育を受け，2006 年に 16.5 万人になっ
た。2007 年には 10 万人の農村労働力が非農業部門へ移動した 51。2010 年までに約 50 万人







16 万 6900 km²である 52。江西省の地形は山地，丘陵を主とするものである。山地は省全域
の面積の 36％，丘陵は 42％，平原，水面の面積は 22％を占める。2012 年に総人口は 4504
万人，そのうち農村人口は 3290 万人で，総人口の 73%を占めている 53。江西省は 21 の貧困
県を持ち，農村貧困人口は 328 万人であり，農村総人口の約 10％を占める 54。したがって，
                                                   
51 貴州日報 2006 年 5 月 7 日，2007 年 2 月 26 日，2008 年 6 月 12 日より 
52 江西省政府サイト（www.jiangxi.gov.cn）より 
53 江西省統計局（2014）『江西省統計年鑑（2013）』より 











の貧困在学生に対する補助も決めた。全省の 3400 貧困村の中等職業学校在学の 1 年・2 年
生，高等職業学院在学の 1 年・2 年生・3 年生，中学校・高校卒業後進学せず短期職業教育
を受ける貧困家庭学生を対象とし，中等職業学校在学の 1 年・2 年生と高等職業学院在学
の 1 年・2 年生・3 年生は 1 人毎年 1500 元の補助金を与え，中学校・高校卒業後，進学が
継続してない短期職業教育を受ける貧困家庭学生は 1 人 600 元の補助金を与える。2006 年
～2013 年，江西省「雨露計画」は合計 42 万人に実施し，投入財政は 2 億 1565 万元である。
江西省農村貧困人口の減少に大きく貢献した。 
 以上の 2 つの例から見ると，中国における職業教育による農村貧困削減の条件は，次の
3 つである。 

















































































                                                   





業専攻の学生の募集が難しくなってきた 55。送教下郷が実施される直前の 2008 年時点で，
全国中等職業学校の在校生は 1688.2 万人，そのうち農業専攻の在校生は 64.9 万人，全体
の 3.8％しかない。同年中等職業学校が 650.3 万人の学生を募集したが，そのうち農業専
攻の学生の入学者数は 29 万人，全体の 4.4％しかを占めてない 56。2008 年河北省中等職業
学校の在校生は 105.6 万人，農業専攻の在校生は 7 万人しかいない。40.7 万人の学生を募
集したものの，そのうち農業専攻の学生の入学者数は 2.7 万人，全体の 0.7％を占める 57。
農業専攻学生の数が少なく，農業専攻を中心に行う中等職業学校は閉校あるいは合併にな
る恐れがある。 






















































表 4-1 普通中等農業教育・農業技術普及・「送教下郷」の比較 









対象 全日制学生 農村住民 45 歳以下の農村住民 
学歴 中学校卒 無 原則上中学校卒以上（注 1） 
修学年限 原則 3 年 1 年 1 回～2 回，毎
回 1～2 時間 
原則 2 年，実際にフレックス単位制







授業方式 全日制 集中教学 集中教学，実情教学 




身 の 学 生 は 毎 年
1500 元 






卒業 中専卒業証書 無 中専卒業証書 
出所：調査より作成 
注 1：実情により，学歴の制限を小学校卒に緩める場合もある。 
注 2：2010 年と 2011 年の学生は 1 人 1500 元の補助金があった。2012 年から補助金がなく
なる。 
 






























































学制度を実施している。フレックス単位制により，修学年限は 2 年～5 年である。単位は






うち理論教学は 30％，実践教学は 70％を占める。 
 



































業学校の時期と同じで，9 月から来年の 2 月くらいまでである。2009 年春，最初の教学点
は 19 であった。受講生は 969 人を募集した。2013 年秋に教学点は 207 にのび，受講生は
11799 人に達した。それぞれ 10.9 倍と 12.2 倍に成長した（表 4-3）。2013 年までに「中
専」学歴が授与された受講生は 20647 人である。 
 
表 4-3 教学点と受講生の推移（2009 年～2013 年） 
 09 年春 09 年秋 10 年秋 11 年秋 12 年秋 13 年秋 
教学点 
（単位：個） 
19 79 103 139 172 207 
受講生 
（単位：人） 

















2.2 教学点 A における「送教下郷」の実態 
2.2.1 「送教下郷」を実施する前の概況 
教学点 A の村は国家級貧困農村である。戸数は 160 戸，人口は 690 人である。土地責
任制が始まった 1984 年時点の全村の農業耕地は 200 ムー，荒れ山地 8000 ムーである。1
人当たりの山地面積と耕地面積はそれぞれ 11.6 ムーと 0.3 ムーである。主要な農作物は綿
花，トウモロコシ，黍などである。1 人当たりの収入は 80 元しかなかった。 










当たり平均生産量は 800 キロになり,1 ムー当たり収入は 960 元となった。りんご栽培によ
る年間収入は 4 万元くらいになった。1999 年の村の 1 人当たり年収入は 788 元である。出






戸になり，人数は 189 人に伸びた。りんごの栽培により，村の 1 人当たり年間収入は 1196
元に増加したものの，増加スピードは遅かった 61。りんごを栽培する全体の農村住民に対







 2009 年から，邢台市農業学校が教学点 A の村を最初の教学点の 1 つとして指定した。村
の状況により，果樹栽培専攻（りんご栽培）を設置し，りんごを栽培している農家の中で，
りんご栽培についての職業教育を受けたい住民を対象に募集を始めた。その時点で 73 戸の
りんご農家があり，できるだけ 73 戸が 1 人ずつの農業技術人材を持つようにするため，1
戸につき 1 人が応募できることとした。ただし，最初の職業教育モデルなので，効果が出
てくるかどうか未知である。したがって，教学の質を確保するため，1 つの教学点の募集
人数は 60 人以下に制限した。2009 年春に応募した住民が多かったが，試験的職業教育と
して，りんごを栽培した時間が長い住民たちから先に「送教下郷」を受けることを決定し
た。 
2009 年春に教学点 A が採用した受講生は 49 人である。年齢を見ると，29 歳以下の若者
は 22 人，30～39 歳は 16 人，40 歳以上の受講生は 11 人である。性別を見れば，男性は 32
人，女性は 17 人，学歴を見ると，中学校卒の人数が一番多く，全体の約 80％を占めてい
る。高校以上卒の学歴を持っているのはすべて 29 歳以下の受講生である（表 4-4）。職業
教育を受ける意識を持つが採用されなかった住民は，2009 年春からの受講生が 2013 年秋
に卒業した後に入学した。それらを含めた現受講生も 49 人である。 
 













20～29 22 0 14 7 1 14 8 
30～39 16 1 15 0 0 8 8 
40～49 11 １ 10 0 0 10 1 





























収入の変化を分析するため，2009 年春から「送教下郷」を受けた受講完了者 49 人と 2013
年秋からの現受講者 49 人を比較して，2010 年と 2013 年を比較した収入の変化とその要因
を分析する。 




「送教下郷」を受けた翌年の 2010 年に受講完了者のムー当たり平均収入は 7637.2 元で
あった。2013 年には 10024.2 元になり，2387 元増加した。一方，現受講者の 2010 年のム
ー当たり平均収入は 5505.7 元，2013 年に 6088 元になり，582.3 元増加した。2010 年に両
方のムー当たり平均収入の差は 2131.5 元で，2013 年に 3936.2 元になった（表 4-6）。 
ムー当たり平均収入の増加率に対する影響要因について，表 4-7 のように，回帰分析を
                                                   


































男 女 群衆 党員 
20～29 22 0 14 0 7 1 14 8 22 0 
30～39 16 1 15 0 0 0 8 8 14 2 
40～49 11 １ 10 0 0 0 10 1 9 2 
















男 女 群衆 党員 
20～29 8 0 4 1 3 0 5 3 8 0 
30～39 21 3 16 1 1 0 14 7 21 0 
40～49 20 11 8 0 1 0 16 4 18 2 
合計 49 14 28 2 5 0 35 14 47 2 
   受講完了者 現受講者 収入差 
ムー平均収入 
（単位：元） 
2010 年 7637.2 5505.7 2131.5 






表 4-7 2010 年から 2013 年への収入増加率の要因分析 
 
推定係数 標準誤差 ｔ値 
（定数） .330 .104 3.183** 
年齢 -.003 .002 -1.540 
性別 .018 .026 .692 
政治成分 .049 .060 .813 
教育年数 -.016 .007 -2.208** 
「送教下
郷」の有無 











4.1  補助金の問題 
2007 年財政部・教育部が公布した『中等職業学校国家助学金管理暫行弁法』により，中
等職業学校 1,2 年生に毎年国から 1500 元の補助金を受けられることになった。当初年齢の
制限はなかった。この『暫行弁法』により，2010 年と 2011 年の「送教下郷」の受講生は















4.3  教師の問題 
教師の問題は主に 2 つある。1 つは農業専任教師の数が少ないことである。邢台市農業
学校には専任教師 115 人である。そのうち，農業関連専任教師は 33 人しかいない。教師が
少ないので，教学の効果を確保するため，「送教下郷」の規模が大きくできない。たくさん
の農村住民が「送教下郷」を受けたいものの，教師の人数の影響で，毎年の受講生の募集



















                                                   






































第 5 章 農村労働力に対する非農業職業教育の実態 

























                                                   















総面積は 1938 km²である 67。2013 年現在，臨泉県の総人口は 228.9 万人，農村人口は 212.1
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表 5-1 短期職業教育プログラムと普通職業教育の比較 
 普通職業教育 短期職業教育プログラム 
2004 年～2013 年 2014 年～ 
教学場所 本校 本校 就業訓練センター 
教学対象 普通全日制在校学生 農村住民 農村住民，帰郷農民工 
募集手段 統一高校入学試験による 政府募集 政府募集，学校募集 
教学時間 3 年 15 日～90 日 15 日～90 日 
年齢 特に制限なし，中学校卒
以上応募可 



































ュータ操作の 3 つの課程が設置されている。受講学生は，電子ビジネス 114 人，家政サー
ビス 32 人，コンピュータ操作 21 人である。学生は全員，貧困農村出身，農村戸籍を持っ























的となる。             
電子ビジネ課程受講者 114 人のうち男性 54 人，女性 60 人，16～29 歳の若者は 56 人，
全体の 49.1％を占めている。30～39 歳の学生は 37 人，全体の 32.5%を占めている。40 歳
以上の学生は全体の 18.4 を占めている。既婚者 83 人，未婚者 31 人である。教育水準から
みると，電子ビジネス課程を受ける学生たちの教育水準は高い。高校卒以上の学歴を持つ
学生は 70 人で半分以上を占めている。 
学生が回答してきた年間収入のデータから，2014 年の収入は 2013 年に比べ，平均で 1.8








従業員と自営の人数が多い。受講学生のうち 5 人以外，他の 109 人は電子ビジネスを利用
して，収入の増加を実現した。更に 109 人のうち，104 人は元の仕事に従事し続けながら，
電子ビジネスを利用して，年間収入を増やした。第一次産業の農業関連の学生は 4 人，第
二次産業に従事した学生は 1 人しかない。 
電子ビジネス課程は，就職先への推薦を行わない「職業技術向上」職業教育といえる。 
 
表 5-2 電子ビジネス課程平均年収（単位：万元） 
  人数 2013 年 2014 年 増加額 
年齢別 
16～29 歳 56 2.7 4.6 1.9 
30～39 歳 37 5.8 7.6 1.8 
40～49 歳 21 5.5 7.2 1.7 
F 値 0.94 
学歴別 
小学校卒 11 5.1 6.7 1.6 
中学校卒 33 5.4 7.0 1.6 
高校卒 32 3.8 5.8 2.0 
中専卒 18 2.3 4.2 1.9 
大専及び以
上卒 
20 8.6 12.2 3.6 
F 値 1.20 
平均 
  4.2 6.0 1.8 


















受講学生は 17 歳から 29 歳までの 21 人，主に家庭主婦と高校あるいは中等職業学校を卒業
したばかりの者である。既婚者 11 人，未婚者 10 人である。全員中等教育を受け，高校卒



























































16～29 8 3 1 2 3 2 1 7 
30～39 11 11 5 6 0 0 5 6 
40～49 12 12 12 0 0 0 12 0 
50～59 1 1 1 0 0 0 1 0 
合計 32 27 19 8 3 2 19 13 













2013 年に比べ平均で 5.2 万元増加した。これについて t 検定を行ったところ，0 と有意な
差が認められた。年齢が年収の増加額と関連があるかどうかについて分散分析を行ったと













表 5-5 家政サービス課程平均年収（単位：万元） 
 2013 年 2014 年 増加額 
平均 1.2 6.4 5.2 
年齢別 
16～29 歳 1.6 7.6 6.0 
30～39 歳 2.3 6.6 4.6 
40～49 歳 0 5.4 5.4 
50～59 歳 0 5.4 5.4 
F 値 13.57 
学歴別 
中学校卒 0.5 5.4 4.9 
高校卒 3.1 7.6 4.5 
中専卒 1.1 8.2 7.1 
大専卒 0 8.0 8.0 
F 値 1.29 
資格証書別 
初級 0.5 5.4 4.9 
中級 2.2 7.8 5.6 
F 値 1.29 
平均 
 1.2 6.4 5.2 












第 2 に， 多くの農村労働力に職業教育を受けさせるため，職業教育を受ける費用は無
料である。更に，就職先の推薦制度も導入している。 
第 3 に， 職業教育を通じて，職業教育を受けた学生の収入は，受ける前より有意に増
加した。 



















































第 2 に，中国の農村職業教育の発展は，1949 年 10 月～1978 年十一回三中全会,1978 年
十一回三中全会～1998 年,1999 年～2013 年の 3 つの期間に分けられ,それぞれの期間の国
の経済政策と産業構造の変化が影響してきた。 


















の 3 つが必要といえる。 
第 4 章では， 河北省邢台市農業学校の事例分析を通じて，農村住民に対する新たな農
業職業教育である「送教下郷」の実施実態と貧困農村への影響を明らかにした。その結果
は以下のようにまとめられる。 
第 1 に，「送教下郷」は 2009 年から，中等職業学校での農業専攻学生の募集困難，農
村住民の教育水準の実情を踏まえた農業職業教育の展開の必要性，および農業技術の普及
効果の低さなどの背景から，実施している農業職業教育である。 







第 4 に，「送教下郷」は農村住民の農業収入の増加を促進した。 
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